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秋田市老人いこいの家指定管理者募集要項

第１ 公の施設の概要

１ 名 称 ①秋田市八橋老人いこいの家

②秋田市飯島老人いこいの家

③秋田市大森山老人と子どもの家

２ 所 在 地 ①秋田市八橋本町一丁目４番３号

②秋田市飯島字堀川84番地191

③秋田市浜田字出小屋333番の１

３ 設置目的等 老人にいこいと研修の場を提供し、安らぎと教養の向上に

寄与するとともに、心身の健康の増進に資することを目的と

する。

４ 規 模 等

(1) 構 造 ①②③鉄筋コンクリート造平屋建

(2) 敷地面積 ①1,555.76㎡

②1,500.00㎡

③5,134.70㎡

(3) 延床面積 ①533.32㎡

②527.40㎡

③977.87㎡

(4) 開 設 日 ①昭和47年９月15日

②昭和50年５月６日

③昭和55年４月１日

(5) 主な施設 ①事務室(1)、大広間(1)、和室(3)、健康相談室(1)、トイ

レ(男・女各1)、湯沸室(2)

②事務室(1)、大広間(1)、和室(2)、健康増進室(1)、健康

相談室(1)、浴室・脱衣室(男・女各1)、トイレ(男・女各

1)、湯沸室(2)

③事務室(1)、大広間(1)、和室(1)、体育館(1)、子ども室

(1)、展望室(1)、健康相談室(1)、浴室・脱衣室(男・女各

1)、トイレ(男・女各2、身障者用1)
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５ 管理委託料 令和４年度当初予算額 30,849千円

６ 利 用 者 数 令和３年度実績 ① 4,642人

②17,452人

③19,055人

７ 使 用 料 なし

第２ 管理運営の条件

１ 指定管理者が行う管理の業務

(1) 使用の許可、使用の制限および停止ならびに使用の許可の取消しに関す

る業務

(2) 施設、附属設備等の維持管理に関する業務

(3) 高齢者の保健福祉の増進に関する業務

(4) その他市長がいこいの家の管理運営上必要と認める業務

※１ 指定管理者は、業務を一括して第三者に委託することはできません。

ただし、部分的な業務については、市長が認めた場合において再委

託することが可能です。

※２ 詳細は、「指定管理業務仕様書」のとおり。

２ 指定の期間

令和５年４月１日から令和10年３月31日まで（予定）

※１ 指定管理者の候補者については、市議会の議決を経て、指定管理者

として指定します。ただし、指定後であっても、指定管理者による管

理を継続することが適当でないと認められる場合には、その指定を取

り消し、又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命じることが

あります。（地方自治法第244条の２第11項）

３ 管理に当たっての基準

指定管理者は、施設の設置目的を踏まえ、以下の事項に留意して施設の管

理運営を行うものとします。

(1) 関係法令、条例、規則等を遵守すること。

(2) 公の施設としての性格を十分認識し、公平な運営を行うこととし、特定

の団体等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。
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(3) 指定管理業務を通じて取得した個人情報を適切に取り扱うこと。

(4) 施設利用者の安全確保を第一とすること。

(5) 施設の適正かつ効率的な運営を行い、経費の節減に努めること。

(6) 適切な広報を行うなど、積極的に施設の利用促進を図ること。

(7) 施設、設備および備品の維持管理を適切に行うこと。

(8) 近隣住民や関係機関等との良好な関係を維持すること。

(9) その他市長が必要に応じて指示する事項を遵守すること。

４ 管理に係る経費および委託料

管理業務に要する経費は、市からの委託料により賄うことになります。委

託料は、年度毎に予算の範囲内で支払います。なお、委託料の具体的な額や

支払い方法等は、協議のうえ、別途協定で定めます。

第３ 申請の手続

１ 申請に必要な資格等

(1) 有資格条件

秋田市内に本店又は支店を有し、市内で社会福祉施設を運営している社

会福祉法人であり、第１の１①から③までの３施設を一括して管理できる

法人であること。

(2) 欠格事項

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項各号のい

ずれかに該当する法人で、その事実があった後２年を経過していない者

（同項各号のいずれかに該当する者で、その事実があった後２年を経過

していない者を代理人、支配人その他の使用人として使用する法人を含

む)

イ 申請の日において現に市の指名停止措置を受けている法人

ウ 申請の日において破産手続、再生手続又は更生手続が開始されている

法人

エ 秋田市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成

17年秋田市条例第45号）第３条第２項に規定する法人

オ 秋田市暴力団排除条例（平成24年秋田市条例第10号）第２条に規定す

る暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する法人

カ 市税に滞納がある法人

２ 募集要項等の交付
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(1) 交付期間

令和４年９月30日（金）から10月28日（金）までの間の午前８時30分か

ら午後５時15分まで（土曜日、日曜日および祝祭日を除く。）に交付します。

(2) 交付場所

〒010－8560 秋田市山王一丁目１番１号

秋田市福祉保健部長寿福祉課（秋田市役所２階）

３ 説明会

(1) 日 時 随時

(2) 場 所 現地（第１の２に記載のとおり。）

(3) そ の 他 説明会は随時対応します。希望の法人は、事前に秋田市福

祉保健部長寿福祉課へ連絡してください。なお、参加人数を

制限することがあります。

４ 質問事項の受付

募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。

(1) 受付期間 令和４年９月30日（金）から10月14日（金）まで

(2）提 出 先 〒010－8560 秋田市山王一丁目１番１号

秋田市福祉保健部長寿福祉課

電 話 018－888－5666

ＦＡＸ 018－888－5667

メール ro-wflg@city.akita.lg.jp

(3) 受付方法 質問票に記入のうえ提出してください。なお、ＦＡＸおよ

び電子メールでの提出も受け付けします。

(4) 回答方法 随時回答します。

５ 申請書の提出

(1) 提出期限 令和４年10月28日（金）午後５時15分

(2）提 出 先 秋田市福祉保健部長寿福祉課

(3) 提出方法 上記(2)の提出先へ持参又は郵送してください。

(4) 提出部数 正本１部、副本10部を提出してください。(副本は複写で可)
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６ 提出書類等

申請に当たっては、次の書類を提出してください。

(1) 提出書類

ア 指定管理者指定申請書 様式第１号

イ 公の施設の管理に関する事業計画書 （別紙１）

ウ 公の施設の管理に関する収支予算書 任 意 様 式

エ 定款、規約又はこれらに類する書類 任 意 様 式

オ 登記事項証明書 当該証明書

カ 財務の状況を示す書類 任 意 様 式

キ 誓約書 （別紙２）

ク その他市長が必要と認める書類 （別紙３）

※従業員の配置および勤務体制の分かるもの 他は任意様式

(2) 申請に際しての留意事項

ア 提出期限後においては、提出書類の内容変更は認めません。

イ 提出書類の内容に虚偽又は不正があった場合は失格とします。

ウ 提出書類は理由のいかんに関わらず返却しません。

エ 書類提出後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してくださ

い。

オ 事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、市は、指定

管理者の決定の公表等必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で使

用できるものとします。また、提出された書類については、秋田市個人

情報保護条例（平成17年秋田市条例第11号）の規定に基づき非公開とす

べき部分を除き、公開されることがあります。

カ 申請に要する経費は、申請者の負担とします。

キ 提出された書類を補足する資料の提出を求める場合があります。

第４ 指定管理者の候補者の選定

１ 選定の方法および時期

(1) 福祉保健部指定管理者選定委員会において、申請書類の審査およびヒア

リングを実施の上、最も適当と認める法人を指定管理者の候補者として選

定します。

(2) 選定委員会の開催は令和４年11月に行い、その開催日時および選定結果

については、書面により通知します。

２ 選定の基準
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(1) 市民の平等な利用が確保されること

ア 利用者等の平等な利用が確保されるものであること。

(2) 施設の設置目的が効果的に達成されること

ア 施設の設置目的・理念を理解した管理運営がなされるものであるこ

と。

イ 利用者に対するサービス向上の取組がなされるものであること。

ウ 介護予防や健康増進への対応が可能であること。

エ 地域福祉活動への取組がなされるものであること。

オ 地域、関係機関、ボランティア等との連携が図られるものであるこ

と。

(3) 効率的な管理が行われること

ア 法人の経営状況が、安全かつ健全なものであること。

イ 収支計画は適正なものであり、その実現性があること。

ウ 経費縮減に向けた取組がなされるものであること、また、その実現

性があること。

(4) 適正かつ確実な管理を行う能力を有すること

ア 人員配置計画および職員採用計画が妥当なものであること。

イ 利用者に対する職員の接遇、マナーが適切であること。

ウ 利用者からの苦情対応が適切であり、寄せられた意見を施設の管理

運営に反映させることができるものであること。

エ 利用者・職員の安全管理が適切であること。

オ 個人情報の適切な管理のための必要な措置が講じられるものである

こと。

カ 施設、設備および備品の維持管理計画が適切であること。

(5) (1)～(4)のほか、公の施設の設置の目的又は性質に応じ、必要と認めて

定める基準

ア 当該施設と同等の施設を良好に運営した実績を有していること。

第５ 指定管理者の指定と協定の締結

１ 指定管理者の指定

指定管理者の候補者に選定された法人は、令和４年11月市議会定例会（予

定）での議決を経て、正式に指定管理者に指定されます。

２ 協定の締結

指定管理者に指定された者は、市と細目の協議を行い、協定書を締結する
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ものとします。

３ 指定管理者と市との責任分担

指定管理者と市との責任分担は、原則として次の表のとおりとします。た

だし、表に定める事項に疑義がある場合、又は定めのない事項については、

指定管理者と市が協議して定めるものとします。

項 目 指定管理者 秋 田 市

施設の改築、増築、大規模修繕 ○(市と協議)

施設および管理物品の小規模修繕 協定で定める

事故・災害時による施設等の修繕 事案による

施設の火災保険加入 ○

施設利用者の被災に対する責任 事案による

利用者に係る保険の加入 ○

※１ 指定管理者の故意もしくは過失又は協定書等に定められた管理を怠

ったことによる毀損・滅失は、金額の多寡に関わらず指定管理者が購

入、修繕等を行うものとします。

※２ 施設サービスの提供に支障がないと市が判断した場合は、修繕を見

合わせる場合があります。

※３ 施設の修繕に関する責任分担については、市と指定管理者の協議に

より協定で定めます。

４ 指定管理者に対する監督・指示等

(1) 市は、指定管理者に対して、管理業務内容又は経理の状況に関して報告

を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができます。

(2) 指定管理者は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生

じた場合、速やかに市に報告しなければなりません。

(3) 指定管理者の責めに帰すべき事由により適正な管理が困難となった場合

又はそのおそれがあると認められる場合、市は、指定管理者に対し改善勧

告を行い、期間を定めて、改善策の提出およびその実施を求めることがで

きます。この場合において指定管理者が定められた期間内に改善すること

ができなかった場合、市は、指定管理者の指定を取り消すことができます。

(4) 指定管理者が市の指示に従わない場合や指定管理者の財務状況が悪化す

るなど業務の継続が困難と認められる場合、市は指定管理者の指定を取り

消すことができます。

(5) 不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰することができない事由に

より業務の継続が困難と認められる場合、市と指定管理者は、管理業務の
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継続の可否について協議することとします。

(6) (3)又は(4)により指定管理者の指定を取り消され、市に指定管理者の債

務不履行による損害が生じた場合、指定管理者はその賠償の責めを負うも

のとします。

(7) 市は、施設が指定管理者により適正に運営されているかどうか確認する

ため、定期的又は随時にモニタリングを実施します。

指定管理者は、市が指定する報告書を提出する義務があり、運営状況が

適正でないと認められる場合は、市は、指定管理者に対し改善の指示を行

います。

なお、提出書類の種類および提出時期は、別に定めます。

第６ その他

１ 注意事項

(1) 今回の公募により、指定管理者が交代することとなった場合は、指定管

理者決定後の令和５年１月から３月までを引継期間とし、業務の引継ぎを

確実に受けてください。指定管理者の交代については、次期指定管理者の

責任において、現在の利用者、地域住民、その他すべての関係団体に対し

て十分な説明を行い、理解を得られるよう配慮してください。

なお、引継期間における次期指定管理者の業務に必要な経費は、次期指

定管理者の負担とします。

(2) 現在の施設が老朽化の進展又は事故等により施設として使用できない状

況に至り、市が事業継続困難と判断した場合、損失補償をすることなく協

定を終了します。

(3) 議会を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認め

られる事情が生じたときは、指定管理者に指定しない場合があります。

なお、議会の議決が得られなかった場合においても、管理の準備のため

に支出した費用については、一切補償しません。

２ 添付資料・様式

(1) 指定管理者指定申請書（様式第１号）

(2) 公の施設の管理に関する事業計画書（別紙１）

(3) 誓約書（別紙２）

(3) 人員配置計画書（別紙３）

(4) 質問票（別紙４）

(5) 秋田市老人いこいの家指定管理業務仕様書


